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2021 年９月 28 日 

 

各 位 

会社名 株式会社東京機械製作所 

代表者名 代表取締役社長 都並 清史 

問合せ先 総務部長 中野 実 

 （TEL：03－3451－8591） 

 

９月 27 日付で当社よりアジアインベストメントファンドらに送付した 

追加質問状（必要情報リスト）について 

 

 当社は、2021 年８月６日の当社取締役会において、アジアインベストメントファンド株式会社（以下「ア

ジアインベストメントファンド」といいます。）及びアジア開発キャピタル株式会社（以下「アジア開発キ

ャピタル」といい、アジアインベストメントファンド及びアジア開発キャピタルを合わせて「アジアイン

ベストメントファンドら」といいます。）による当社株式を対象とする買集め行為（以下「本買集め」とい

います。）により、アジアインベストメントファンドらが、2021 年７月 21 日時点において、株券等保有割

合として 32.72％に相当する当社株式を保有するに至ったことを踏まえ、当社株式の大規模買付行為等へ

の対応方針（以下「本対応方針」といいます。）を導入し（注１）、その後、2021 年８月 30 日開催の取締

役会において、本対応方針に基づき、取締役全員の一致により、第１回Ａ新株予約権（以下「本新株予約

権」といいます。）を株主の皆様に無償で割り当てること（以下「本対抗措置」といいます。）につき、決定

いたしました（注２）。 

 かかる本対抗措置の発動については、2021 年 10 月下旬頃開催予定の当社臨時株主総会（以下「本株主

意思確認総会」といいます。）において、本対抗措置の発動に関する承認議案が承認可決されなかった場合

には、本新株予約権の無償割当てを中止することとしております。 

 

（注１）本対応方針の詳細については、2021 年８月６日付プレスリリース「アジアインベストメントファ

ンド株式会社らによる当社株式を対象とする買集め行為を踏まえた当社株式の大規模買付行為等への対応

方針について」（以下「本対応方針リリース」といいます。）をご覧ください。 

（注２）本新株予約権の内容、その他本対抗措置の詳細については、2021 年８月 30 日付プレスリリース

「当社株式の大規模買付行為等への対応方針に基づく新株予約権の無償割当て及び株主意思確認を臨時株

主総会において行うことに関するお知らせ」をご覧ください。 

   

本対応方針においては、大規模買付者が大規模買付行為等（議決権割合が 20％以上となるような当社株

券等の買付行為等）を行おうとする場合には、これを受け入れるか否かについての株主の判断にあたり十
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分な情報提供がなされるよう、大規模買付行為等又は大規模買付行為等の提案に先立ち、その 60 営業日前

までに、本対応方針に定められた手続きに従う旨の法的拘束力を有する誓約文言を含む一定の内容等（①

大規模買付者の名称、住所、②設立準拠法、③代表者の氏名、④国内連絡先、⑤提案する大規模買付行為等

の概要、⑥本対応方針に定められた手続きに従う旨の誓約）を日本語で記載した意向表明書を、当社の定

める書式により当社取締役会に提出していただくことが定められており、当社は、大規模買付者にあたる

アジアインベストメントファンドらに対して、既に９月 10 日付けで大規模買付行為等に関する情報（以下

「必要情報」といいます。）について記載した書面（以下「必要情報リスト」といいます。）を交付してお

りますが、本日に至るまで、アジアインベストメントファンドらからは、本対応方針上の定めに反して、

全く必要情報の提供を受けていません。 

 

然るところ、本株主意思確認総会に係る基準日である本年９月 14 日時点での株主名簿を作成したところ

（当該株主名簿の写しは既にアジアインベストメントファンドらに対して郵送にて送付済みです。）、アジ

アインベストメントファンドの共同保有者として同社の提出に係る大量保有報告書等に記載されている同

社の完全親会社であるアジア開発キャピタル株式会社について、本株主意思確認総会における当社株主の

皆様のご判断にも重要な影響を与える重要な事実が判明しましたので、かかる事実に関連する情報の提供

を改めて求めることが適切であると考えるに至りました。 

そこで、当社は、昨日付で、アジアインベストメントファンドらに対して、追加質問状（必要情報リス

トの A）8 に関連する質問をするもの）を送付いたしましたので、お知らせいたします。 

なお、追加質問状の内容は、添付別紙をご参照ください。 

 

以上 












